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「エンゼルプラン」(1994 年、緊急保育対策 5 ヶ年事業)の実施や「新エンゼルプラン」
（1999 年）の策定が行われてきた。しかしながらこの間も図 1に示すように合計特殊出
生率は継続的に低下し続けており、2002 年 6 月に公表された 2001 年の人口動態統計月






階的に保険料率を上げていった場合の 2025 年保険料率は 34.5%であった、 この保険料率
を標準報酬ベースで 30%未満にするために 2000 年の年金制度改革では給付カットや給
付開始年齢の引き上げ、標準報酬制から総報酬制への変更などが決定されたことは記憶
にあたらしい。 
しかしながら、2000 年国勢調査のベースの 2002 年 1 月公表人口推計を用いた年金の
簡易再計算（2002 年 5 月 10 日  厚生労働省年金局数理課発表）によると 2025 年の厚生
年金保険料率は国庫負担 1/3、標準報酬ベース1で 31.9%（中位推計） 、35.4%(低位推計)
                                                  
＊本稿の基礎になった研究に対して文部科学省科学研究費補助金特定領域研究「世代間利害
調整」 （領域番号：603）から研究費の助成を受けた。記して謝意を表したい。 
＊＊  関東学園大学  経済学部  <santa@olab.org> 
1  厚生年金の保険料ベースは総報酬制に移行することが既に決まっているが、 過去の保険料
率と比較するための参考数値として標準報酬ベースの金額で示した。 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   




















































































資料出所：  「人口統計資料集」国立社会保障・人口問題研究所, 
「人口動態統計」厚生省。1972 年以前は沖縄県を含まない 








さらに、新規参入が可能であったとしてもベースアップ・定期昇給の廃止、能力給の所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   











(1)  わが国における「結婚モデル」を「国民生活基礎調査」再集計結果より構築する 








に対して、 1998年度版の 「厚生白書」 が要因分解を行っているので参照してみよう （表 1） 。  
表 1によると， 1990～1995 年の合計特殊出生率の変化量(-0.12)は年齢別有配偶率の変
化による影響(-0.15)+年齢別有配偶出生率の変化による影響(0.03)である。我が国におけ
る婚外出生率は 1%未満であることと、 図 2に示すように年齢別有配偶出生率自体はむし
ろ年齢層によっては上昇しているという事実からみると、近年の少子化は主として 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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表 1 合計特殊出生率変化の要因分解 
    合計特殊出生率の変化量 
   昭和 25～35 年  昭和 35～45 年 昭和45～55年 昭和 55～平成 2 年 平成 2～平成 7 年
期首  3.65  2.00  2.13  1.75  1.54 
期末  2.00  2.13  1.75  1.54  1.42 
合計特殊
出生率の変
化  変化量  -1.65  0.13  -0.38  -0.21  -0.12 
総数  -1.38  0.08  -0.14  0.16  0.03 
15～19 歳  -0.01  -0.01  0.01  0.00  0.00 
20～24 歳  -0.06  0.01  0.01  -0.02  -0.02 
25～29 歳  -0.24  0.10  -0.05  -0.01  -0.03 





35～  -0.57  -0.04  -0.04  0.05  0.03 
総数  -0.27  0.05  -0.24  -0.36  -0.15 
15～19 歳  -0.04  0.01  -0.01  -0.01  0.00 
20～24 歳  -0.22  -0.02  -0.14  -0.13  -0.02 
25～29 歳  -0.04  0.04  -0.09  -0.20  -0.09 





35～  0.01  0.01  0.00  0.00  0.00 
            




                                                  
2 2002 年 1 月の将来人口推計（国立社会保障・人口問題研究所）では、晩婚・晩産以外に
も出生行動自体の変化により夫婦の完結出生児数が減少すると仮定している。本稿での主
たる興味は初婚のタイミング決定問題であるので、出生行動自体の変化は扱わない。 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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資料出所： 「厚生白書  平成 10 年版」厚生省、図 1-16 










































資料出所： 「厚生白書  平成 10 年版」厚生省,  図 1-21 
図 3  年齢別未婚率（女性）の推移 
図 4は出生年が 1945, 55, 65, 70 年の女性について、全人口（国勢調査）を分母、各年齢で所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   




の結婚経験率で 1955 年コウホートと 1965 年コウホートには 10%ポイント近い差が生じて
おり、1945 年コウホートと 1955 年コウホートの間とは異なる何らかの構造変化が 1955




























資料出所：  国勢調査、人口動態調査 





は主に 20 歳代で発生していることである。特に 1955 年以前のコウホートでは観察される
25 歳の大きなピークが 1965 年コウホートでは 26 歳に先送りになり、 さらに初婚確率自体所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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も大幅に低下している。つまり、ここ 30 年ほどで観察されている少結婚化の趨勢は 20 代
での結婚、特に 20 代前半から半ばにかけての年齢層における結婚行動の変化によって引き
起こされてきていると考えられる。 





















資料出所:  国勢調査、人口動態調査 







たとえば、[Weiss 1997]では結婚の経済学的な意味として(1)家計内と市場労働へ分業所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   






るケースが非常に多く、 特に女性では未婚者の8割以上が親と同居している （図 6 、 図 7） 。
また、結婚後は図 8に示したようにまず夫婦世帯となるケースが 8 割程度である。比較
的単身世帯が多いと考えられる都市部の高学歴女性であっても、[小川 2002]によると結





















0.898～0.938   (9)
0.856～0.898  (13)
0.814～0.856  (14)
0.772～0.814   (4)
0.73～0.772   (4)





図 6 都道府県別親同居未婚女性比率(1998 年） 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   















































































資料出所：[樋口・岩田・永井 1999] 図序-7 より 
図 8 親との同居割合（有配偶） 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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3.1 Becker モデルによる結婚 






z  結婚前の個人は単身世帯であること 
z  結婚後の夫婦は夫婦世帯となること 
である。つまり、世帯という観点から見ると Becker の考えている結婚は単身世帯が 2
つ集まって夫婦世帯を構成する行為ということになる。人々の行動は結婚前と結婚後の
状態を比較することによって決定されるが、その比較は単身世帯×2 と二人世帯×1 で行














このような仮定の下では、女性の就業率や賃金が上昇することにより男女の経済的格所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   





3.2 日本における Becker モデルの適合性 
まず、 単純な統計データで Becker モデルから予想されるような結婚の機会費用変化と未
婚率にどのような関係があるか見ておこう。 もし Becker モデルが我が国においても適切で
あるならば、結婚の機会費用の代理変数と年齢階級別未婚率には何らかの関係が読みとれ
るはずである。図 9は女性の大学進学率と年齢階級別未婚率の関係をプロットしたもので
ある。図中の数字は出生年を表す。図 9からみると、確かに 1955 年以前のコウホートにつ










以上のような 2 変数間の関係のみを見た単純なデータ集計からは、Becker のモデルから
予想されるような女性の結婚機会費用上昇が我が国の近年の急速な少結婚化を説明できる
とは考えにくい。そこで、次に Becker モデルを用いて計量分析を行った先行研究を参照し
てみることにする。 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   





























資料出所：  国勢調査、学校基本調査 
































資料出所：  国勢調査、学校基本調査 
図 10  女性の進学率と未婚者比率（短大） 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   






















資料出所:  賃金構造基本調査、国勢調査、人口動態統計 
図 11  20 代後半女性の実質年収と結婚行動 







0.04 と非常に小さい。 また女性の賃金率も女性の賃金を 1985 年価格で時給が 1 円上昇す
るごとに 10 万分の 15 だけ結婚率が低下するというごく限られた影響しか持たないとい
う結果になっている。ただし、国勢調査の県別データというマクロデータによる分析で
あるため、 本来個人の意思決定を説明する Becker のモデルとの整合性が低いのはデータ
の問題である可能性は否定できない。 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   







大日 1998][樋口・阿部 1999]などがある。 これらはいずれも （財） 家計経済研究所が 1993
年から実施している「消費生活に関するパネル調査」の個票データを用いて女性の結婚
行動について分析を行ったものである。 
「消費生活に関するパネル調査」は 1993 年に 24～34 歳であった女性を 2 段階抽出法
により全国規模で無作為抽出したサンプルをベースとしている。初回調査での回収率は
41.4%、回収数は 1500 であり、その後毎年継続して調査が行われている。1997 年には新
規に 1997 年での 24～27 歳の 500 サンプルも調査対象に加えられているため、調査コウ
ホートの高齢化によるデータの偏りという点にも考慮されていると言えるだろう。 
 [ 滋野 ・大 日  1998]では 1993 および 1994 年の 2 時点データを用いることにより、 1993
年には未婚であった人の婚姻状態が1994年にはどのように変化しているかを直接分析し
ている。パネルデータであるから、1993 年には未婚で 1994 年には結婚している個人を
選べば 1993 年のデータを用いることにより「結婚する直前女性の属性」を得ることが可
能となる。結婚選択を probit モデルで用いて推計した結果によると、女性の所得金額お





[樋口・阿部 1999]では同じく 「消費生活に関するパネル調査」 を利用しているが、 1994
～1997 年までの 4 時点データをプールして、サンプルとなっているコウホートの固定的
な属性と調査時点毎に変動する属性のそれぞれが結婚に与える影響を推計している。た所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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だし、[滋野・大日 1998]のように 2 時点間での婚姻状態の変化を従属変数としているわ
けではなく、プールした全サンプルについて結婚している・していないを従属変数とし
て probit 分析を行っている。 
推計結果をみると、前年の女性の収入は結婚状態の説明変数として 1%水準で有意であ









Becker のモデルから予想されるような明確な関係は見出されていない。 このことは、 図 9
～図 11に示した単純集計の結果と整合的である。 
4. 乗り換えモデル --- 日本式結婚 







化である場合には、 結婚前後の変化は Becker のモデルが前提とするものとは全く異なっ
ている。我が国の親と同居している未婚者は父親の所得と母親の家計内生産を享受して
いるが，結婚すると夫婦世帯となるため二人で労働市場からの所得と家計内生産を負担
しなければならないからである。 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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たとえば夕食の準備は生きていくために必要な食事と直結している家計内生産である
が、[小川 2002]の集計では親と同居している男性の場合はほぼ全員、女性の場合でも６























得の変化と結婚行動の分析 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   















                                                  




 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   























資料出所： 「 『 「国民生活基礎調査」を用いた社会保障の機能評価に関する研究』報告書・
付属統計表」国立社会保障・人口問題研究所 
図 12 親と夫の収入比と女性有配偶率 
4.2 60 歳定年制と少結婚化 




1960 年代から 1970 年代にかけて男性の平均初婚年齢は 27 歳程度であり、また[小川
1999]によると、1989 年、19992 年、1995 年に 29 歳の娘をもつ父親の平均年齢はそれぞ
れ 59.78 歳、60.04 歳、59.54 歳となっている。これらの事実から、父と娘の年齢差は平均
30 歳程度とみてよいだろう。1990 年代に未婚率が上昇した年齢層は 20 歳代後半であり、
その父親は50歳代後半すなわち60歳定年化によって所得低下幅が小さくなった層になる。
60 歳定年の普及が女性の結婚行動に変化を与えた可能性は高い。 企業における 60 歳定年の所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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普及率と 20 歳代後半女性の未婚率の関係を図 13に示す。ほとんどデータは直線上に並ん


































資料出所：  国勢調査、雇用管理調査 





用いて、Becker モデルと乗り換えモデルのいずれが地域間での結婚行動の違いをよりよ所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   








我が国における初婚の時系列的な変化をみると、 図 5に示したように 20 代前半の変化







る程度の期間継続するかを確認するため、1989 年に 20～22 歳であったコウホートの女
性初婚経験率を 31 歳まで図示したものが図 17である。図 17からみると、20 歳代前半
で結婚する傾向が強かった地域は 31 歳になっても初婚傾向率が高いままであり、 20 歳代
に関して言えばこの地域差は加齢に伴い逆転したりはしない安定的なものとして扱って
いいと考えられる。 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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都道府県別結婚経験率(2000年、20～24歳女性）
0.152～0.189  (12)
0.144～0.152   (8)
0.139～0.144   (6)
0.122～0.139  (10)
0.069～0.122  (11)
資料出所:  国勢調査（2000） 
図 14 都道府県別結婚経験率（2000 年・20～24 歳女性） 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   




























































































                                                  
4  国民生活基礎調査の所得票は都道府県単位で集計するようにサンプリング設計されてい
ないことと、年齢と都道府県でコントロールするとサンプル数が小さくなり結果が不安定
となるため。 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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20代前半の結婚傾向
強め  (22)
弱め   (7)
中間  (18)
 























図 17  結婚傾向別の初婚経験率推移 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   











































































図 19  未婚男性と未婚の娘と同居している父親所得推移 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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図 18からは、確かに Becker のモデルから期待されるように結婚傾向が強い地域では男










図 20、 図 21は 20 代前半での結婚行動と収入格差の関係を都道府県別にプロットした
























資料出所：  国勢調査(2000, 1995)、賃金構造基本調査（2000） 
図 20  20 代前半男女賃金格差と結婚確率 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   
























資料出所：  国勢調査（2000, 1995） 、賃金構造基本調査（2000） 
図 21 父と夫候補の賃金格差と結婚確率（20 歳代前半） 
勢調査での県別 15～19 歳女性結婚経験率5であり、過去 5 年間でこのコウホートの女性








                                                  
5  回帰式の推定時は被説明変数として結婚経験率そのものを用いて、 説明変数として 5 年前
の結婚経験率を入れているが、2 次元の図に表すためにここでは単純な差を用いている 
6  超過労働の賃金率は所定内労働の 1.25 倍として計算している 
7  賞与などは 1999 年の数値 
8  人数を幅で表しているため、面積でみると人口の差がかなり強調されていることになる 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   





















資料出所：国勢調査（2000, 1995） 、賃金構造基本調査（2000） 






















資料出所：国勢調査（2000, 1995） 、賃金構造基本調査（2000） 
図 23. 父と夫候補の賃金格差と結婚確率（20 歳代後半） 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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図 22、図 23は同様に 20 歳代後半についてプロットしたものである。この図でも 20
歳代前半と同様に右下がりの傾向が見られるが、20 歳代前半よりも男女賃金格差の関係
がはっきりしてくる点が特徴である。 
30 歳代前半については、図 5に示したように 20 代とは異なる結婚行動を示しているた
め所得比に対しても 20 代とは所得比に対する反応が異なることが予想される。集計結果は
図 24、図 25であり、男女あるいは父と夫候補の賃金比は結婚確率にほとんど効いていな

























資料出所：国勢調査（2000, 1995） 、賃金構造基本調査（2000） 
図 24. 30 代前半男女賃金格差と結婚確率 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   






















出所：国勢調査（2000, 1995） 、賃金構造基本調査（2000） 





いるといえるだろう。 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   











































図 26  生活実感の地域差 






用いているが推計では 1995 年調査での結婚経験率を説明変数に入れ、被説明変数は 2000
年調査での結婚経験率そのものとしている。 






デルから期待される父年齢層の賃金と夫候補年齢層の賃金比も有意であり、この年齢層所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   




表 2. 推計に使った変数の概要 





15～19  0.47% 1.45% 0.69% 0.69% 0.17% 47
20～24  8.35% 18.83% 14.55% 14.81% 2.22% 47
1995 年
調査女性結
婚経験率  25～29  39.92% 60.13% 54.12% 54.72% 3.58% 47
20～24  6.95% 18.86% 13.72% 14.15% 2.49% 47
25～29  34.67% 54.09% 48.45% 49.14% 3.44% 47
2000 年
調査女性結
婚経験率  30～34  62.36% 82.40% 75.51% 75.81% 3.42% 47
父 50/夫 20  1.564  2.454  1.959  1.973  0.155  47
妻 20/夫 20  0.758  0.898  0.821  0.817  0.034  47
父 55/夫 25  1.199  1.724  1.423  1.425  0.102  47
妻 25/夫 25  0.693  0.864  0.772  0.772  0.038  47
父 60/夫 30  0.712  0.953  0.818  0.813  0.054  47
賃金比 
妻 30/夫 30  0.614  0.777  0.690  0.689  0.039  47
          
資料出所：  国勢調査（2000, 1995）、賃金構造基本調査（2000）     
この推計結果を同様に国勢調査の県別データを用いて結婚確率の推定を行っている[小
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5.681  5.907  3.553   
-0.1096
*     
父 50/夫 20 
-8.979       
  -0.0929
*   
父 55/夫 25 
  -2.117    
    0.0319  
父 60/夫 30 
    1.073   
-0.0093      
妻 20/夫 20 
-0.138       
  -0.3361
*   
妻 25/夫 25 
  -3.422    
    -0.0542   
妻 30/夫 30 
    -1.026  
7.54 
*      15～19結婚経
験率(1995)  5.416       
  1.1964
*      20～24結婚経
験率(1995)    5.774     
    0.9108
*  25～29結婚経
験率(1995)      17.112  
R**2  0.8112  0.847 0.9601  
        
斜体字は t 値         
係数の右肩に*が付いている場合は、5%水準で有意   
4.4 少子化分析における乗り換えモデルの妥当性について 






図 5に示したようにコウホート間で大幅に減少しているのは 20 代、特に 20 代前半の結
婚である。さらに、過去の例を見ると夫婦の完結出生児数は初婚年齢が若い方が多い傾所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   















この作業のために、 まず 1965 年コウホートの実績値を用いてシミュレーションのパラ
メータを決定し、さらにそのパラメータが時間的に安定していることを示すために 1955
年コウホートの結婚行動を1965年コウホートのデータから求めたパラメータでシミュレ






所得は結婚年齢(乗り換えポイント)を i S とすると
9、父親と夫候補の所得を用いて 
                                                  
9 「乗り換えモデル」は初婚行動を説明するモデルであるため、離婚あるいは再婚などは考
慮していない。 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   




























      (5. 1) 
で表される。ただし  i T は女性i の死亡年齢、を表し、 ) (t W
i f ,  )) ( ( t W E b i はそれぞれ女性i がt歳
時父親の所得と結婚市場に残存していて求婚してきそうな男性の所得に対する女性の主観的期
待値である。またr は割引率を表す。 
乗り換えモデルにおける女性i の意思決定は、(5.1)式を最大化するような乗り換えタイミング i S を
決定することとなる。 




0 = t で最適な i S を決定すると考えることは現実的とは思われない。 
そこで、実際に乗り換えの意思決定を行いうるのは、求婚が行われて具体的な夫候補 j の将来所
得を評価可能になってからとしてみよう
10。女性がt 歳時の所得が ) (t Wj である夫候補 j からの求


































    結 婚 し な い 場 合  
















) (                       結婚する場合 
と整理される。乗り換えモデルにおける女性の意思決定は、 
このようなV を前提とすると、女性i は j から求婚された場合に




                                                  
10  この場合、乗り換え時点が最適時点より遅くなってしまう可能性、あるいは乗り換え対
象の男性が結婚市場から全て退出してしまい乗り換えに失敗する可能性が生じるが、これ
は実際に観察されている現象と整合的であると考えられる 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   













1.  男性 j は毎期確率的に決まる回数、身近な未婚女性で相性が合う人に求婚する 
2.  求婚された女性i は結婚しなかった場合の期待将来所得 ) (m V
i f と求婚者の割引将来所得
) (m V
j h を比較し、 ) (m V
i f  < ) (m V
j h ならば結婚する 





になっていくため f V の第 2 項も時間とともに低下していくと考えられる。これらの要素を総合すると、
時間の経過に伴い f V は低下し、 h V は上昇する傾向にあと考えられる。そのため、大部分の女性






ミュレーションで実装された意思決定モデルを示す。前節でのモデルと最も違う点は、シ所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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ミュレーション計算量の制約から(1)将来所得の計算期間を比較的短い期間11に制限してい
ることと、(2)結婚しなかった場合の将来所得に将来の求婚者期待所得（ ) (m V
i f の第 2 項）
を入れず父親の将来所得のみで計算している点である。 




year年に ) (age wj の所得を得ているage歳で学歴がeducの男性 j の将来所得は、 年、 年齢、
学歴によって決まる所得分布 educ age year F , , に従うとしよう。 この際、 男性の所得分布のなかで
) (age wj がしめる位置は )) ( ( , , age w F j educ age year と表せる。 これを男性の能力を表す指標 j A と
し、生涯不変であると仮定する。女性が求婚してきた男性 j の将来所得を評価する際は、ま
ず j の現在の所得 ) (age wj から j A を求め、続いて将来の所得分布に関する予想を用いて y
年に a 歳になった時の所得 ) (a wj を ) ( ) (
1
, , j educ a y j A F a w
− = で求めると仮定する。 
夫候補と父親の$V$の計算方法は同一である。ただし、計算する年数によっては夫候補の計
算には年金部分が入ってこない可能性はある。 （5.3） 式の第 1 項は期待賃金の割引現在価値、


















, ) 1 (
) ( )) ( ), ( (
) 1 (
















A Psn b emp b w D
r
a w a emp
age V
           ( 5 . 3 )  
ただし y=year－age+a （a 歳になる年） 、 b PA year y age year r + − = , （b 歳になる年） 、 age year PA ,
は year 年に age 歳であった男性の年金支給開始年齢、 i T は女性 i の寿命、 ) ( , , A Psn educ age year
は能力が A で学歴が educ の男性が year 年に age 歳で受け取る厚生年金額であり、賃金と
就業率で決まる在職減額率Dによって在職減額されている。 ) ( , age emp educ year は学歴がeduc
であるような age 歳の男性の year 年における就業確率、 r は割引率を表す。 また、 RETAGE
は退職年齢、 WINDOW は将来所得を計算する期間を表す。 このような制限を設けてあるの
は、割引率が小さかった場合には将来の稼得期間の長い夫候補の割引現在価値の方が常に
大きくなってしまう可能性があるため。 
                                                  
11実際のシミュレーションでは 4 年先の所得系列まで計算している 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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1965 年生まれと 1935 年生まれのコウホートについて、 割引率 5%を仮定して高卒男性の賃
金データから WINDOW の大きさによる V の値の変化を計算した結果をそれぞれ 





























図 27  V の計算期間を変えた場合の変化（夫候補： 1965 年出生コウホート） 
図中、V0～V6 までの線が描いてあるが、それぞれ、WINDOW の年数が 0 年、2 年、4 年、
6 年について夫候補が 20 歳時の値を 1 として計算した比率となっている。 
これらのグラフからは、将来の計算期間が長いと夫候補の h V は年齢が上がってもそれほど




な効果しかもたない。将来の計算期間が 4 年のケースでは、割引率が 5%の場合夫候補の
30 歳での h V の対 20 歳時比は 1.59 であるが、50%になったとしても 1.64 程度までしか変
化しない。割引率 5%で計算期間が 3 年のケースで 1.65 程度であるから、計算期間の変動所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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による h V への効果の方がはるかに大きい。 










































否する。V を計算するためには F に関する知識が必要であるが、本稿では単純化のため
に女性は F についての正しい知識を持っていると仮定している。この点については、実
際に求婚してきた男性の賃金分布から F を推定するというような learning の仮定をシミ
ュレーションに加えるとより現実的なモデルとなるであろう。今後の課題である。 
5.2.3 男性の意思決定 
実際に結婚するか否かの意思決定は女性の決定項目であるため、本モデルで男性が決所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   


























(3)の賃金分布は、学歴、年齢別に対数正規分布していると仮定し、賃金構造基本調査所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   


























相性パラメータ自体は、標準正規分布する乱数値として各人に割り当てている。 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   
















この点を考慮して、本稿で用いたシミュレーションモデルでは 0%から 1%刻みで 10%
まで割引率を変化させ、また計算に入れる将来の年数は 0 年（単年）から 9 年（10 年分）
まで 1 年刻みで変化させて 1955 年コウホートと 1965 年コウホートの実際の初婚行動に
結果が最も近いパラメータを利用することにした。具体的に本稿で仮定している割引率





                                                  
12  実際に結婚に至ったケースでは、出生動向調査で「結婚前の交際期間」を調査している
ため一人の人との交際期間を用いて平均出会い回数を計算することができる。しかしなが
ら、本モデルで必要な結婚に至らなかった交際については調べられていない。 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   





る男女合わせて 50 万オブジェクトでのシミュレーションを行った。 
5.3.8 乱数の生成について 
本シミュレーションでは大量の質が良い乱数を大量に生成する必要があるため、言語
処理系に付属の乱数ライブラリで生成した疑似乱数ではなく Mersenne Twister 法
[Matsumoto&Nishimura 1998]を用いて生成した一様疑似乱数から各種の乱数を生成し











                                                  
13  特に書いてない場合は、 男女合わせて 50 万人を含むモデルを使ったシミュレーションを
50 回繰り返した平均を「結果」として提示している 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   























資料出所：  国勢調査、人口動態調査、筆者シミュレーション結果 













について 25～34 歳の未婚男女について集計した結果を表 4、表 5に示す。表 4 友人の結婚と所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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本人の結婚に対する態度（男性） 
    結婚の予定   













0.0% 40.4% 40.9%      
0 
0.0% 7.3% 17.1%      




30.2% 56.1% 21.2%      
1 
12.1% 10.2% 8.9%      




22.2% 1.8% 19.7%      
2 
8.9% 0.3% 8.3%      




23.8% 1.8% 18.2%      
3 
9.5% 0.3% 7.6%      
30 0 0 30
100.0% 0.0% 0.0% 9.5%












9.5% 0.0% 0.0%      
  計  126 57 132 315
      40.0% 18.0% 42.0%      
  Test for independence of all factors   
    Chi^2 = 133.0791 d.f.= 8 (p=0) 
  資料出所: 筆者推計     
 
      
 
      所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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表 5  友人の結婚と本人の結婚に対する態度（女性） 
    結婚の予定   











もない  計 
11 17 72 100
11.0% 17.0% 72.0% 43.3%
20.8% 38.6% 53.7%        
0
4.8% 7.4% 31.2%        
27 18 18 63
42.9% 28.6% 28.6% 27.3%
50.9% 40.9% 13.4%        
1
11.7% 7.8% 7.8%        
15 0 14 29
51.7% 0.0% 48.3% 12.6%
28.3% 0.0% 10.4%        
2
6.5% 0.0% 6.1%        
09 7 1 6
0.0% 56.2% 43.8% 6.9%
0.0% 20.5% 5.2%        
3
0.0% 3.9% 3.0%        
0 0 23 23
0.0% 0.0% 100.0% 10.0%












0.0% 0.0% 10.0%        
  計  53 44 134 231
      23.0% 19.0% 58.0%        
  Test for independence of all factors   
    Chi^2 = 82.08557 d.f.= 8 (p=1.854072e-014) 
  資料出所：  筆者推計      
男女ともに、最近結婚した友人数が0の場合は「相手は特に決まっておらず、1年以内に結婚す
るつもりもない」が最も多い回答であるが、最近結婚した友人数が 1 になると「相手は特に決まって
いないが、たまたまいい人と出会えたら１年以内に結婚したい」が急増している。 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   




















5.6  シミュレーション結果（２） 
焦りを導入したことによって、シミュレーション時に外生的に与えるパラメータは(1)初期
平均出会い回数、(2)平均スコープ内人数、(3)男性の焦り係数、(4)女性の焦り係数、(5)割引
率、(6)将来所得の計算期間の 6 つになる。これらのパラメータについて 1965 年コウホー
トをベンチマークとし、(1)～(6)を変えつつ実績値に近い14結果を得られるパラメータを探
索した。ただし、スコープの大きさは 5、男性の焦り係数は 1、初期平均出会い回数、女性
の焦り係数は 0.1、割引率は 1%、計算期間は 1 年ずつ変化させている。 
これらのパラメータは次章での将来推計に利用するため、１時点における最適性と同時に、
                                                  
14各年齢における未婚者初婚確率についてシミュレーション結果と実績値の差を 2 乗して
20～34 歳まで加えた値で実績値との「近さ」を評価している。 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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複数時点での安定性も要求される。そこで、ここでは結婚行動が大幅に変化したと考えら
れる 1955 年、1965 年の両コウホートに関してのシミュレーションを繰り返しパラメータ
決定した。以後の計算で利用する最適パラメータを表 6 に、表 6 を用いてシミュレーショ
ンを行った結果を図 30に示す。 
表 6   シミュレーションから求めた最適パラメータ 
パラメータ名  値 
年間平均出会率初期値(AVROFR) 0.9 回/年 
女性焦り係数( f Urge )  1.1 
男性焦り係数( m Urge )  17 
平均スコープサイズ 35 人/スコープ 


























図 30  焦りを考慮した推定結果 
図 30を見ると、1965 年コウホートに関しては実績値にかなり近いシミュレーション結果
が得られているが、1955 年コウホートに関しては概形こそ似ているものの 1965 年コウホ所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   









年齢が+3～0 の範囲で変動している(図 31)。 一方 1965 年コウホートでは本モデルで仮定し













入れられていない。 わが国においては、 近年急速に見合い結婚が減少しているものの、 1975
～1979 年の結婚では 33.1%が見合い結婚である。モデルに取り入れられていない見合いの
要素がシミュレーションから得られた1955年コウホートの初婚確率を実績より低めた可能
性は否定できない。 しかし、 1995 年以降の結婚では見合い結婚は 9.9%と大幅に減少してお
り、この点も将来推計においては大きな誤差要因とはならないと考えられる。 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   




















































図 32  1965 年コウホートの初婚時年齢別夫婦年齢差 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   





した 1965 年コウホート、スコープサイズ 35 のパラメータセットを用いて計測すること






布が異なる 2 つのシナリオについてマイクロシミュレーションを行う。 
シナリオ１（分散のみ変化） 









シナリオ 1 のシミュレーション結果を図 33に示す。図中で（中－大）と表記されている夫候補層の
賃金分散が小さく、父親層の分散が大きいケースで結婚時期が早めになっている。この結果は




                                                  
15  賃金制度を変更するのであるから、一般的には労働需給についても変化が出てくるはず
であり、この部分の内生化は今後の課題である。 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   






































図 33  シナリオ１のシミュレーション結果 
                                                  
16  実際にこのような賃金制度を導入したシチズンでは、平均自体も大幅に変更している。
ここでの議論は、あくまで平均を変えずに分散だけ変化させたケースを前提としている。 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
   
























図 34  シナリオ 2 のシミュレーション結果 





(1)  我が国における結婚行動は、20 代前半についてはほぼ乗り換えモデルで説明可能
である。 20 代後半については、 乗り換えモデルと Becker モデルが混合している。
30 代以降については乗り換えモデルも Becker モデルも適合しない。 
(2)  1955 年コウホートと 1965 年コウホートの間に見られる大幅な少結婚化は、この
間の未婚女性の父親と夫候補の賃金プロファイル変化によってかなりの部分が説
明可能である。 




大きくする方が望ましい可能性も高い。 所得分布と初婚行動   関東学園大学  小川  浩    
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